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　　　Ⅱ．独占利潤への課税（以上本号）
　　　Ⅲ。自由競争の支配下での租税帰着。最も単純な仮説。資本利子と労賃
　　　Ⅳ。続。土地用益を含む生産諸力の報酬への租税帰着
　　　Ｖ．生産への不均等課税。外国製品への課税。自由貿易論とその相対性
　　　VI.労賃への課税と，いう所のその転嫁可能性
　　凡　　　　例
　周知のようにヴィクセルは，19世紀後半から20世紀前半にかけての，ス
ウェーデンの代表的経済学者である。本橋およびその続稿の主要部分は，
ヴィクセルの財政学上の著作『財政理論研究』1896年（原文はドイッ語）を
構成している３論考のうち，その第１論考「租税帰着学説のために」（原文
で75ページ）の邦訳である1）。
　併せて『財政理論研究』の「序言」における第１論考への言及部分
(Vorwort, S.III-VI)をも訳出して，本稿の最初の部分に配置してみた。
　本稿およびその続稿の邦訳に関していうならば，全体としては，わが国
-62 (119)-
で翻訳上の慣例となっているものにしたがったつもりである。
　ただし，ヴィクセル自身もいうように，そもそも「この第１論考は，主
として経済理論の微妙な論点を取り扱い，したがって，むしろ専門家サー
クルに向けられている」（前掲書,序言，６ページ）。それゆえ，経済理論の面
でも，またその数学的処理の点でもその展開を簡略化している場合が多
い。　したがって，邦訳にあたっては，まず，ヴィクセル自身の見解をあり
のままに正しく把握することにつとめた。そして，一つには訳者たち自身
のために，もう一つには，この邦訳を読まれる方々のためをも考えて，通
常の邦訳書とくらべて，かなり多くの，かつときによると，かなり長い訳
者の補足を〔　〕の形で本文に入れることを試みた。蛇足と思われる場合
には，〔　〕内の部分は安んじて飛ばし読みしていただきたい。
　さらに原文のヨリよい理解に資するために，訳文では次の処理をおこな
うことにした。
　1.ヴィクセルの文献引用は若干不備であるので，訳文ではとくに断る
ことなしに文献名をできる限り精確かつ完全なものに修復しておいた。ま
た，人名についても重要な人物に限り，初出の所にフルネームと生没年と
を添えておいた。
　2.内容理解をたすけるために不可欠と思われる場合に限って，訳（者）
注を付した。
　3.文章のニュアンスを損なうおそれあるのも顧みず，長いセンテンス
は，あえて２，３の文に分割して訳してみた。文意の把握の容易化を重視
したからである。長いパラグラフについても同様な処理を同様な理由から
おこなったケースもある。
　4.文中の数学的表現のうち，若干のものについては，これを今日わが
国で一般に使用されている表現様式に訳しかえた。
　５．ヴィクセルは，そのテーマにとって中心的な重要概念である
Steuerijberwalzung,Steuerincidenzを，ドイツ財政学の伝統的用語法にお
　　　　　　　　　　　　　　　－61（120）－
ける意味範囲とは若干異なって使用しているようである。ただし本邦訳で
は，原語推定の便宜を考えて，前者を「租税転嫁」，後者を「租税帰着」と
訳しておいた。その他の訳語については，訳者が必要と思った場合には，
原語を添えておいた。
　6.欄外には原著のページ数を記しておいた。
　本訳稿は，共訳者の１人である池田が，平成３年度の本学大学院での
「財政学」の講義と演習でのテキストの一つに，本論考を選んだことに端
を発する。この原文は，文意不明の箇所がいくつも見うけられる外国人の
ドイツ文である上に，その英訳なども見あたらない。　しかも本文および付
録中に数式的展開が非常に多い。そこで，主として数式的展開部分の解説
や指導を受け持つ形で，共訳者の１人である杉ノ原がこのテキストの読み
合わせ会に参加した。
　読み合わせ会の参加者は，さまざまな疑義を提示し，また有益な議論を
展開した。これらを参考にしつつ共訳者は訳稿をすすめた。ついでこれ
を，主として財政学的観点から池田が，数式的展開の側面からは杉ノ原が
手を加えた。そして両者の合意が本邦訳として実を結んだのである。
　ヴィクセルの著作『財政理論研究』所収の３論考の邦訳の企ては，かつ
ていくつか存在していたようである。本論考のみについても，慶応大学の
飯野靖四教授が，綿密周到なる準備をもって着手されたようである。訳者
の知る限り，教授は少なくとも雑誌『三田評論』第62巻２号，昭和44年２
月より第65巻５号，昭和47年５月までの間に，８回に亘りその研究成果を
世に問うておられる。　しかしながら，これら業績の公表から20年をへた今
日にいたってもわれわれは教授の訳業を目にすることはできない。訳者
はこの間の事情を教授にうかがい，併せて教示をえたいと思ったのである
が，教授は現在スウェーデンで研究をすすめられておられる由である。　し
たがって，とりあえず飯野教授の研究成果などを参照しつつ，試みに本論
考の邦訳に着手してみた。なによりもまず，ヴィクセル自身が述べている
　　　　　　　　　　　　－60（121）－
所にじかに接したいし，また接していただきたいと思ったからである。専
門の方々の御指導をいただければ幸いである。
　租税転嫁学説の発展における，ヴィタセル転嫁論の意義や貢献を探求す
ることは，本邦訳の解題的論述をなすことである。これについては別の機
会にゆずりたいと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　－59（122）－
　　　　　　　　　　　　　租税帰着学説のために
　　　　　　　序　言（『財政理論研究』1896年，序言より）
S.Ill　　　この第１論考は，租税帰着Steuerincidenzについての学説のために若干
　　　　の貢献をなそうとするものである。　しかもこの論考は，いねば私が２年前
　　　　〔３年前〕に公刊した労作『価値，資本および地代』1893年Ueber Wert,
　　　　Kapital und Rente nach den　neueren　nationalokonomischen Theorien,
　　　　Jena 1893｡ の続編として通用しうるものでもある。
　　　　　前著で私は，ワルラスLeon Walras, 1834-1910の先例にならって，しか
　　　　しジェボンズWilliam Stanley Jevons, 1835-1882とベームーバベルク
　　　　Eugen von Bohm-Bawerk, 1851-1914によって導入された資本概念のョリ
　　　　深い理解のたすけを借りて，次のことを試みた。すなわち，総経済的諸量
　　　　を，くわしくいえば，一方においては商品の交換価値，他方においては生
　　　　産諸要素の報酬，したがって，とりわけ労賃，地代および資本利子を，た
　　　　だ一つの論理的連関の形で，しかもとくに一つの方程式系という数学的形
　　　　式で，叙述しようと試みたのである。任意の租税ないし諸租税の総体系の
　　　　帰着問題は，いまやこのようにしてえられた諸定理の単純な系として，最
　　　　も普遍的な形であらわれる。この場合，すでに以前から働いている経済的
S.IV　諸力の自由な活動によってうまれた，新たに付加された諸条件のもとでの
　　　　新しい均衡状態を求めることのみが肝要なのである1）。これが〔本論考の〕
　　　　第Ⅲ節および第Ⅳ節ならびに第Ｖ節の一部のテーマである。これらは合し
　　　　て，この論考の核心を形成している。　しかしながら，これらの節でおこな
－58（123）－
　　　　われた研究は，あくまで仮説的性格をもつものであり，さしあたりは経済
　　　　学の純粋理論における演習として通用しうるであろう。にもかかわらず，
　　　　この研究は実際の租税転嫁問題の回答にとっても，全くは意味のないもの
　　　　とはならない，と私は思っている。あるいは，もしそれらの問題中のー層
　　　　困難な諸問題が，いつの日にか本当に解決されることになるとするなら
　　　　ば，ここでとられた方法と類似の，なんらかの方法で解かれざるをえな
　　　　い，といった方がおそらくはヨリ正しいかも知れない。
　　　　　そのさい同時に私は，すべてを支えているベームーバベルクの資本理論
　　　　を，若干の最近の論難から擁護することができた。また，私自身の以前の
　　　　論述，くわしくは資本理論の拡充を，ある本質的な点で改善することもで
　　　　きたのである。
　　　　　私見によれば，その他の点では非常に賞賛すべき労作であるセリグマソ
　　　　の『租税転嫁論』1894年Edwin R. A. Seligman,1861-1939, The Shifting
　　　　and Incidence of Taxation, Baltimore,1894｡における，独占利潤
　　　　Monopolgewinnの課税とその転嫁状態についての論述は，あまり満足の
　　　　ゆくものではなかった。そしてこれが，私に独占利潤課税の転嫁に特別の
　　　　節（第Ⅱ節）を割かせる契機となった。この節は，幾分とも〔本論考の〕主
　　　　たる研究の枠外である1）。それでこの節は，〔論考全体の〕つながりを損ね
S. V　ずに飛ばすことができるであろう。とはいえ，この節を読むことには，な
　　　　にがしか得るものがあるであろう，と私は思っている。たしかにその成果
－57（124）－
は，大部分新しいものではない。これはすでに大部分クールノーＡｎtｏｉｎｅ
Augustin Cournot, 1801-1877が発見し，また部分的には，パンタレオーニ
Maffeo Pantaleoni,1857-1924もこれを独自に獲得している。にもかかわ
らず，未だこれが学界の共有財産になっていないことは，まさに既述した
セリグマンの誤謬が証明する所である。
　第II節の諸成果のうちの最重要なるものは，そのほか非常に容易に証明
されうる次の事実である。すなわち，ある租税によって当該製品に生じた
独占価格の引きあげは，決して本当の租税転嫁というものを示すものでは
ない。むしろ単なる消転Abwalzungないしは，いわゆる租税の節約゛と
いうものを示すものなのだ。独占者は，価格引きあげ以前と同じく，価格
引きあげ後も国庫に納入される租税の全額を負担しているのである。消費
者たちの犠牲，これはくわしくいえば，部分的には欲求度の低い他の財貨
に向うことになるために，課税対象財貨へのかれらの需要が減少せざるを
えない限りかれらが被る使用効用の損失のみではない。同じく，これから
もなお消費されるその独占財の，価格引きあげの形で含まれる貨幣損失も
また，消費者たちの犠牲である。消費者たちのかかる犠牲は，国民経済的
にも財政的にも，いずれの利害関係者にとっても，なんらの効用もなく全
く無駄におこるものなのである。
　上述した所が，たとえいかにパラドックスにひびこうとも，独占利潤の
本質を正しく理解するや否や，この命題の正しさは疑いを容れえぬものと
－56（125）－
　　　　なるであろう。ともかく，これに関する諸考察は，租税帰着というただ一
　　　　つの問題にたいしてより，はるかに広い有効範囲をもつ。これは，私が後
　　　　に〔『財政理論研究』所収の〕第２論考〔「公正な課税の一新原則につい
　　　　て」］の第Ｖ節で示そうと試みた所である。またこれは，マーシャルがその
　　　　著作『経済学原理』1890年Principles of Economics, Ｌｏｎｄｏｎ,1890｡で非常
　　　　に見事にえがきだした所でもある。
　　　　　この第１論考の終りでは，再び一層実際的な問題が取り扱われる。外国
　　　　製品への諸租税の帰着問題との関連において，私は自由貿易教義の一つの
　　　　弱点をあらわにすることを試みるのである。この弱点は自由貿易論のため
　　　　には，かくしておくべきではないのだ〔第Ｖ節〕。最終節〔の第Ⅵ節〕で
　　　　は，労賃への（直接的ないし間接的）課税の転嫁可能性と称するものについ
　　　　て論ずる。この節もまた，新しいものをあまり提供しないであろう。　しか
　　　　し，経済学の巨匠たちが述べている諸根拠についての，もう一度の修正は
　　　　ゆるされてよいであろう。その対象の重要さのために，また，ここで対抗
S. VI　　しなければならなくなる諸見解が，部分的にはリカードーDavid Ricardo,
　　　　1772-1823やミルJohn Stuart Mi1い806-1873のような経済学の巨匠たち
　　　　に由来しているがゆえに。
　　　　　（ベームーバベルク教授の親切な助言にしたがって），今回私は，数学的展開
　　　　をすべてポイントをおとして印刷させたか，あるいはこれを，〔それぞれ
　　　　の節の末尾の〕別個の付録に追いやった。もちろん，数学的展開は全くは
　　　　避けられない。しかし私は，しからざれば発生する推論の混乱のためにそ
　　　　れが不可欠だと思われない限り，Ｊとかｙ，あるいはjjｒとか心に決し
　　　　て逃避すべきではないことをよく承知している。充分な数学的知識で武装
　　　　されている経済学書の読者数は，ともかく今日ではすでに非常に多い。そ
　　　　れゆえ，かかるいいわけは，たしかに殆ど余計なものと思われるかも知れ
　　　　ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－55（126）－
S. 1　　　　　Ｉ．序　論
　　　　　租税帰着Steuerincidenzの学説，ないしドイツの著作家たちの通常の呼
　　　　び方では，諸租税の転嫁Ueberwalzungの学説は，最近の財政理論家の側
　　　　からの特別の配慮を享受している学説ではない。旧い時代の経済学者だ
　　　　ち，とりわけスミスAdam Smith, 1723-1790,リカードーおよびミルと
　　　　いったイギリス人にあっては，租税帰着についての研究は，なお財政論の
　　　　一主要部分を（リカードーにあっては主要部分そのものをさえ）なしていた。こ
　　　　れに反し，最近の経済学者たちにあっては，この重要かつ困難な対象は非
　　　　常に短かく，しかも皮相に論及されるようになった。これは，他のはるか
　　　　に重要性の小さな租税技術のこまごました問題に，しばしばあたえられて
　　　　いる紙幅と入念さとは，鋭く矛盾するものである。
　　　　　租税転嫁問題の重要性を充分にわきまえていたはずのアードルフ・ワー
　　　　グナーAdolph Wagner, 1835」917にあっても，少なくとも彼の『財政
　　　　学』の初版゛では，その論述は簡潔にすぎるまとめ方のものであった。ル
　　　　ロワーボリューPaul Leroy-Beaulieu, 1842-1912,コーソGustav Cohn,
　　　　1840-1919,シェフレAlbert Schaffle, 1831-1903の場合もそれ以上の簡単
　　　　な取り扱いである。シュタインLorenz von Stein, 1815-1890にいたっては
　　　　転嫁学説全体を３，４ページですませ，しかもこれで転嫁の領域での支配
　　　　的諸見解の根本的改革をさえ，達成できると考えているのだ。
S.2　　財政学についてのドイツの最新の労作の一つである，ヴィルヘルム・
　　　　フォッケの『財政学綱要』1894年Wilhelm Vocke, Die Grundzuge der
　　　　Finanzwissenschaft. Zur Einfuhrung in das Studium der Finanzwissen-
－54（127）－
schaft,Leipzig 1894.においては，転嫁は「本来租税論の内に含まれる対象
では全くない」（210ページ）との主張さえ表明されている。この場合，いう
までもなくフォッケは，狭義の租税をもって直接諸税のみを対象と考え
ようとしているのではあるが。フォッケは続けていう。「もし消費賦課金
Verbrauchsauflageを間接税と見なさないならば，転嫁は租税においては
決して論題とはならないであろう」。これはたしかに大変な誇張というも
のである。直接諸税にあっても，否，所得税にあってさえも，転嫁という
ものの可能性は無造作には排除されないであろう。ないしは，いずれにし
ても直接諸税の転嫁可能性は，何度か主張されている。　しかし，国家収入
の最重要部分が間接的方途で獲得される限り，まさに租税の公正の観点か
らは，では誰がその賦課金-それを租税と呼びたかろうと呼びたくなか
ろうと一一の負担を最終的に負わねぼならないかは，決してどうでもよい
ことではありえない。もしフォッケが，立法者たちがつねに転嫁をあてに
すること，すなわち，「立法が犯した罪を流通が修復するであろうとあて
にしていること」〔フォッケ，前掲書, 212ページ〕に警告を発したとする
ならば，それは非常に高く評価さるべきことである。にもかかわらず，間
接的諸公課Abgabeは事実上存在しており，そう容易には再び除去されえ
ない。　したがって間接的諸公課の帰着問題は，当分の間は，ズバリ財政論
の最重要対象の一つであり続けるであろう。同時に転嫁問題が，全国民経
済論の最も困難な諸対象に属することについては，議論の余地は少ない。
しかしこのことは，たしかに租税転嫁の領域での研究がこれ以上おこなわ
れないであろうことへの理由では決してない。もちろん，多くのケースに
おいて，当該賦課金ないし租税が，どのような比率で関与した人々に分配
されるかについて，なんらかの精確さをもって算定することは不可能であ
るという，純粋にネガティブな結末に，おそらく最終的には満足しなけれ
ばならなくなるであろう。しかしながら，かかるネガティブな帰結という
ものもまた，重要かつ価値あるものである。帰着のわからない，ないしは
　　　　　　　　　　　　　　　－53（128）－
　　　　不確かな租税というものは，明らかにその理由だけで悪税の仲間入りする。
　　　　そしてできたら，この租税は当該国家収入の別の課徴様式でおきかえられ
　　　　るべきである。　しかし幸運にも，いわゆる間接税のなかでも，その転嫁状
　　　　況に関して殆ど疑いの存しえないような税種が，充分の数存在しているの
　　　　である。
S.3　　転嫁という対象のむつかしさは，対象自体のうちにあるというよりも
　　　　むしろ従来の経済理論がおくれていたことに存したことを，ともかくも詳
　　　　細な検証というものが示すであろう。理論経済学の領域での最新の進歩
　　　　は，事実われわれをたすけて，以前はその解決が殆ど不可能であるように
　　　　思われた租税帰着のいくつかの問題を，少なくともかなりの部分追求でき
　　　　るようにさせるであろう。
　　　　　ところで近年にいたり，漸く租税帰着問題をョリ綿密に論じている労作
　　　　の数が再び若干増加してきた。
　　　　　ワーグナーの労作の新版〔『財政学』第２部，第２版，ライプツィヒ，
　　　　1890年〕においては，転嫁問題に非常に多くのページを割いてはいる。に
　　　　もかかわらず，転嫁の基本的諸原理の徹底した研究というものをしてはい
　　　　ない。同じくC. F.バスタブルの労作『財政学』1892年C. F. Bastable,
　　　　Public Finance, London,1892｡も，帰着を総論的にも，それぞれ個々の税
　　　　種についても，かなりくわしく論じているのである。
　　　　転嫁論の比較的最近のモノグラフィーのうちでは，言及すべきものは次
　　　　のとおりである。すなわち，若干冗漫で，しかも基本見解が今日では若干
　　　　古くさくはなっているが，ともかくも多くの正しい考察が含まれているパ
　　　　ンタレオーニの労作『租税転嫁の理論』1882年Teoria della traslazione
　　　　deitributi,Roma,1882｡カイッルの賞賛すべき小著作『祖税転嫁論』1882
　　　　年Josef Kaizl, Die Lehre von der Uberwalzung der Steuern, Leipzig
　　　　　　　　　　　　　　　　－52（129）－
　　　1882｡ファルック，フリーミング・ジェンキン，コニリアーニ，等々の関連
　　　諸労作“。転嫁論の領域での最新労作には，私の知る限り，非常に内容ゆ
　　　たかに，しかも人を感奮させるように論述されたセリグマンの著作『租税
　　　転嫁論』1894年がある。この著作は，転嫁論の非常に完全な発展史をもっ
　　　て筆を起す〔第１部〕。ついで，租税帰着の最重要な諸ケースを分析するこ
　　　とに，とりわけ，転嫁についての以前の諸見解を批判的に検証することに
　　　移行するのである〔第２部〕。残念ながらこの著作の第２部は，必ずしも第
　　　１部の学説史ほどの高みに立っているとはいえないであろう。しかもこの
　　　著作には，ここかしこに論理的誤謬がしのび込んでおり，私見によれば，
　　　これはこの書物の価値を少なからず減じているのである。この論理的誤謬
　　　の若干を，私は後に論評するつもりである。その他の論理的誤謬，たとえ
S.4　ば家屋税の転嫁可能性についてのミルらへのセリグマンの攻撃は1），ここ
　　　では，ただついでに言及されるのみとなるであろう。にれにっいてのフォッ
　　　ケの所見もまた2），私には主として論理的誤謬というものにもとづくものと思われ
　　　る）。そもそ払このテーマについての旧い時代の著作家だちと新しい著作
　　　家だちとの比較にさいしては，旧い著作家たちの方が形式論理的思考に関
　　　しては，新しい著作家たちよりすぐれていることがよくある，と私は確信
　　　せざるをえない≒転嫁の基本的諸原理の深く堀りさげた分析によっての
　　　み，いつの日にか，かれらによって主張された立場をこえて決着がつくこ
　　　とが期待できるのである。
－51（130）－
　周知のように，すでに1868年にアードルフ・ヘルトは，テュービンゲン
〔総国家科学〕雑誌掲載の，おおいに論議を呼びおこした論文「祖税転嫁論
のためにJ Adolf Held, 1844-1880, Zur Lehre von der Ueberwalzung der
Steuern, in : Zeitschrift fur die gesammte Staatswissenschaft, Band 24，
1868｡で，かかる堀りさげた分析を試みている。しかしながら，その成果は
大部分純粋にネガティブなものであった。私見によればヘルトは，全く正
しく次のことを指摘した。すなわち，平均的財価格を専ら生産費に依存さ
せようとした古典派的価値理論は，本来どうどうめぐりとなるものである。
なぜならば，費用要素は結局は独立には決定されえず，むしろ費用要素の
方が財価格に依存しているからである，と。　しかしヘルトは，本当の関連
を明らかにしようとの試みさえもなさずに，この結論の所で立ちどまった
ままである。
　　支配的学説へのヘルトの本来の攻撃は，ところで，かかる事情からのものでは
　ない。むしろ支配的学派によって必要とされている均衡化への諸力の有効性が，
　非常に疑わしいものである，ということからのものなのである。反対方向に作用
　する別の諸力のために「均衡化へのプロセスが決して静止しえない」〔前掲論文，
　452ページ〕ことについては，ヘルトを無条件的に容認しなければならないであ
　ろう。　しかしながら，このことは均衡化へのプロセスがはたらかない，ないし
　は，充分な強さでははたらかない，ということとは全く別のことである。そして
　実に全転嫁理論は，まさに均衡化へのプロセスの有効さに依存しているのである。
　　ヘルトのその他の論述に対処することは，本論考のプランにはない。いずれに
　しても私には，その論述のうちの若干のものは最高度に抗論の余地あるもののよ
－50（131）－
　　　　　うに思われる。例えばヘルトは，地租について次のように主張する。すなわち，
　　　　　（通常の意味での）地代の増加が，そもそも「新たにつくられ，そして土地に固定
　　　　　された資本」〔前掲論文, 476ページ〕とは別のものに「起因する」か否かは，全
　　　　　く証明不可能であろう，と。しかもこの命題は，暗黙のうちに都市地代にさえ拡
　　　　　張されているのだ。-もし私がこの命題を正しく理解するならば一地租の償
S.5　　　却可能性Ａｍｏrtiｓierbarkeit゛は単純に否認される。しかも「不可解ではあるが，
　　　　　かかる地租は明らかに誰も負担しない」〔前掲論文, 478ページ〕であろうとい
　　　　　う，珍奇な主張のもとで否認されるのである。むしろ「次の所有者たちは，残っ
　　　　　たままである（課税の）不平等を，所与のものとして受け取り，それゆえ課税の
　　　　　不平等をあまり感じないであろう」〔前掲論文, 478ページ〕，等々。かくて，ヘル
　　　　　トによればこの不平等は，購入代金の額にそもそもなんらの影響もおよぼさない
　　　　　のである。
　　　　　　ところで，ヘルトによれば地代の上昇は決して孤立した現象ではない。ほぼ同
　　　　　様なことは，事業生活のすべての領域で生ずるのである。「地代の（増加分の）押
　　　　　収と同様に，文明の進歩や生産の改善，等々のために，いまや労働者たちが千年
　　　　　以前よりもョリ多く稼いでいるもののすべてを，租税の形で労働者たちに納付さ
　　　　　せることを正当化させるであろう」〔前掲論文, 477ページ〕。（！）
　　　　　　もしヘルトがスウェーデンで生活していたならば，もちろん彼は，わが「農民
　　　　　党」のヒーローになったであろう。周知のようにこの党は，最近すべての地租の
　　　　　免除を克ち取り，これを大部分無所有の階級に「転嫁させ」た。おそらくは，無
　　　　　所有の階級が千年以前にくらべて，いまやかかる負担を背負いうるだけ充分に稼
　　　　　いでいる，という理由からであろう。
　　　　　　ヘルト論文の若干のすぐれた箇所，たとえば古典派によって主張されていた労
　　　　　傷者税の転嫁可能性についての卓越した論述は，いうまでもなく正当に高く評価
　　　　　されるであろう。しかしながら，全体的にいえば，この論文はヘルトの業績のう
　　　　　ち比較的内容の貧弱な部類に属するという，ワーグナーのヘルト論文についての
　　　　　判定には同調せざるをえない。
　　　　　ヘルトがこの論文を書いてから，いまや周知のように，ジェボンズ，メ
　　　　ンガーCarl Menger, 1840-1921およびワルラスの研究によって，価値論と
　　　　価格論において全き変革というものが生じた。これはベームーバベルクの
　　　　資本利子についての卓越した著作〔『資本および資本利子』全２部，1884年
　　　　および1889年Kapital und Kapitalzins, I : Geschichte und Kritik der
　　　　Kapitalzinstheorien, Insbruck 1884, II: Positive Theorie　des Kapitales,
　　　　Insbruck 1889｡〕でさしあたりその終結をみた。価値と費用との正しい関
　　　　連，およびヘルトによって単に指摘されただけの，旧い時代の経済学者だ
　　　　もの循環論法からの脱出のためにたどるべき道すじは，経済学にとっても
　　　　はやなんら秘密ではない。それゆえ，このようにしてえられた新しい根拠
　　　　をもって，租税転嫁についての支配的学説の修正というものに取りかかる
　　　　ことは自然であろう。そして事実，これは以下の諸研究の主要目的をなし
　　　　ているのである。
　　　　　しかし，かかる修正というものは，その他ここに簡単に列挙しようとす
　　　　る２，３の点においてもまた希求に値いするもののように私には思われ
　　　　た。
　　　　　1）第１に，私見によれば転嫁Ueberwalzungの概念においてさえ，こ
　　　　れに関する財政的問題の若干せますぎる解釈というものが存在する。それ
　　　　ゆえ私は，本論考のタイトルでも転嫁の語を，ある程度一層普遍的な租税
　　　　帰着Steuerincidenzという語におきかえたのである。ある租税を転嫁させ
S.6　　るijberwalzenということは，まさに納税者が彼に課された税額の一部を，
　　　　他の何者かに肩替りさせることを示唆しようとする。しかしながら，転嫁
　　　　はただ間接的にのみ，たとえば，彼の製品の価格をうまく引きあげること
　　　　　　　　　　　　　　　　－48（133）－
によってのみ，おこりうるのである。これによって，いまやその製品の消
費者はある犠牲を負わされるであろう。　しかしながらその犠牲が，生産者
が転嫁によって免除された租税の部分にのみ対応するということは，決し
て自明のことではないのだ。むしろだいたいの場合，消費者の被る犠牲が
これよりはるかに大きくなることは，かなり確実なことである。
　独占利潤の課税に関して容易に証明されるように，事態は以下のようで
さえあるかも知れない。すなわち，（そうしなければ，もっと大きな損失を被る
かも知れないので,）生産者はたしかに租税の賦課によって，彼の〔製品の〕
価格のある程度までの引きあげを余儀なくされるであろう。　しかし，にも
かかわらず，生産者の所得は全租税額だけ減少するのが見られる。　した
がって，ここでは本当の転嫁というものは殆ど問題にはなりえない。しか
も消費者の犠牲は，財政的点〔お金の面〕でも，また国民経済的点から
も全く無益におこるのである。
　たとえおそらくは，全くは明瞭な仕方でないにしても一消費者の犠牲
の点は，パンタレオーニが力をこめて強調している所である。これにたい
してセリグマンは，私が後に示すであろうように，これについて全く逆の
見解を開陳している。
　2）第２には，租税帰着の問題に，そもそもある全く特定の表現様式を
あたえるために，必ずしもつねに注意されてはいない用心というものが必
要である。すでに議決された支出に見合うべく賦課されねばならない，あ
る新税が問題であるか，あるいは逆に，財政的余剰のために単純に免じう
る既存のある税が問題であるとしよう。いうまでもなくこの場合には，誰
が新しい賦課金を負担するのか，ないしは誰が減免の利益を受けるのかと
いう問題を，無造作に提起しうるであろう。しかし，もし既存の諸租税の
うちの一つの租税ないし全租税体系の帰着を問うならば，事態は若干もつ
れてくる。第１の〔既存のー税の帰着の〕ケースでは，対応する国家経費
部分が消滅することなしには，当該租税をないものと考えることはできな
　　　　　　　　　　　　　　　― 47 (134) -
　　　　い。しかも，ではどの支出グループをやめることになったのかは，租税帰
　　　　着の問題にとっては全く重要性をもたないことではありえない。ここでは
　　　　私は，当該国家活動の総体の個々の構成員にとっての直接的効用について
　　　　は論じない。この効用はおそらく，そもそも算定しえないものであり，そ
　　　　の上租税帰着論には全く属さないものである。　しかしながら，商品ないし
S.7　労務サービスの消費者としての国家，あるいは生産者としての国家は，モ
　　　　の他の需要ならびに供給に，したがって租税帰着にも一定の影響をおよ
　　　　ぼすことになるであろう。
　　　　第２の〔全租税体系の帰着の〕ケースでは，本来すべての国家経費をな
　　　　いものと想定しなければならないであろうが，これは不可能なことである。
　　　　ここでは，国家が全く物的補助手段〔経費〕なしでその任務を遂行しうる
　　　　かも知れないケースを，（ヘルトと共に）無理に想定することすら役に立だ
　　　　ない。なぜならば，この場合には，いずれにしても国家は消費者および生
　　　　産者であることを，全くやめねばならないであろうからである。　しかもこ
　　　　の事態は，先ほどと同じように問題外とするわけにはゆかない。それゆえ
　　　　かかる諸ケースでは，当該問題を絶対的意味にではなく，つねに相対的意
　　　　味において理解しなければならない。すなわち，特定の一租税ないし諸租
　　　　税のー体系の帰着が問われるや否や，当該額の国家収入が，たとえば直接
　　　　所得税といった，別のなんらかの方法で調達されたと想定し，ここから発
　　　　生する租税圧力の変化を算定することにつとめなければならないのである。
　　　　もしこれをおこなうならば，当該国家活動は両ケースとも全く類似の仕方
　　　　で生じたことになり，したがって，これは単純に消去されうるであろう。
　　　　このことは推論をいちじるしく容易にする。
　　　　　この事態を考慮しないことは，とくに労働者税の取り扱いに関し，しば
　　　　しば誤った，ないしは不確実な結論に到達させる。次のように主張するの
　　　　は他ならぬJ.S.ミルである1）。すなわち，もし国家が，労働者税から生じ
　　　　た収入を，労働への需要を対応して増大させるように使用するとしよう。
　　　　この場合には，労賃への租税というものは労働者たちにわずかしか害をあ
　　　　たえないか，ないしは全く害とはならないであろう，と。そう決まってい
　　　　るのではないが，たとえこの見解がいつもは正しいとしてもこの場合に
　　　　はその見解にたいして，やはり次のように言い返すことになるであろう。
　　　　すなわち，国家は労働者に気に入ることをするために労働力を求めている
　　　　のではない。むしろ国家は，かれらの労働を必要としているからこそ労働
　　　　力を求めるのだ，と。また，たとえ諸租税が，たとえば累進的所得課税な
　　　　いしは資産課税によるケースのような，別の源泉から調達されるとして
　　　　も，当該収入の使途は同じと見込めるであろう，と。
　　　　要約しよう。たとえいつもぱ，いかに重要であろうとも，国家経費の使
　　　用の問題は，そもそも租税帰着の問題からは注意深く切り離さるべきであ
　　　る。そして，もし租税帰着が上述した相対的意味に理解されるならば，こ
　　　の切り離しはつねに可能なのである。
S,8　　3）最後に，そしてこれが支配的学説にたいする私の主たる異議である
　　　　が，転嫁は主として，生産者と消費者との間の，ないしはさまざまな生産
　　　　部門の代表者相互間の問題と見なされているのである。
　　　　資本家たち，地主たち，労働者たち，等々といった，生産者のさまざま
　　　　な階級間の転嫁状態については，伝来的学説は非常にわずかな内容しか含
　　　　んではいない。そしてこのわずかなことが，私見によれば，あまり満足さ
　　　　せられないのである。明らかにこれは，所得学説の未発達な状態一般と関
　　　　連している。いうまでもなく，人々は長い間リカードー地代理論にある種
　　　　の拠り所をもっていた。　しかしリカードー地代診は，資本利子の決定根拠
　　　　への洞察を欠いていたので，それ以上は発展できなかったのである。労賃
　　　　理論は一層よくない状況にあった。テュルゴーA. R. J. Turgot,
　　　　1727-1781やリカードーの自然労賃学説，ならびにミルやシィニオア
－45（136）－
Nassau Ｗ. Senior,1790-1864の賃金基金理論は尚，今日では見捨てられた
ものとなっている。　しかし，たしかに〔地代理論のときと〕全く同じ根拠
から，ョリ正しい理論に決して代替されてはいないのである1）。
　しかし，経済理論のこの欠陥は，いまや非常に幸いにもベームーバべル
クの資本利子理論によって修復された。ないしは少なくとも，ベーム資本
利子論は，これから示そうとつとめるように，さらに研究をすすめさせる
一つの出発点を形成するものである。
　ここで示された欠陥の実際的意味は，過小に評価されてはならない。な
ぜならば，生産者たち自身によって負担される，さまざまな租税の相対的
割合は，疑いもなく非常に大きなものだからである。　しかもこの割合は，
事実生産話税ないしは消費諸公課の領域がひろがるたびに増大するのであ
る。ついに，すべての価格〔関係〕，貨幣価格〔関係〕もまた不変のままで
あるほどに，すべての製品が等しく課税されると想定しよう。この場合に
は，担税者としての消費者たちは，もはやそもそも問題とはなりえないで
あろう。
－44（137）－
S｡9　　　しかし，徹底した考察にとっては，そもそも相異なった国民経済的カテ
　　　ゴリーとしての，消費者だちと生産者だちとの間の区別は，不必要かつ誤
　　　りでさえある問題の限定というものである。あらゆる人は消費する。そし
　　　て殆どすべての成人は，彼の労働ないし所有にもとづいて商品ないし労務
　　　サービスの生産者でもある。労働，土地用益，資本，等々といった生産諸
　　　要素の報酬が，おこなわれた生産物の交換にしたがって，一定の実質所得
　　　や使用効用の一定額の形で表現される所では，全私経済生活はただ一つの
　　　生産プロセスとして理解されうるであろう。
　　　　　さて，国家の側から，増税によってこの〔一つの生産過程としての私経
　　　済生活の〕メカニズムのいずれかの点に圧力が加えられたとしよう。この
　　　場合，この圧力は，体系のさまざまな部分に，絶対的に，ないしは，ある
　　　別の点でのある等しい圧力と比較して〔相対的に〕，どれだけひろく伝播
　　　されるのであろうか？。これは租税帰着への問いの最も普遍的な定式化で
　　　あり，しかもこれは，本来あるあたえられた租税措置の総帰結を内包して
　　　いる唯一の定式化なのである。
　　　　　もし問題を非常にひろい基礎の上に設定するならば，この問題はさしあ
　　　たり，極端に抽象的な，事実状態とは非常に異なった形でのみ解明されう
　　　ることになることは，いまやたしかに明らかである。　しかしなお，ここか
　　　らは，この種の研究というものが全く（直接的）実際的効用がないとは結論
　　　されない。事実われわれは後に，転嫁論と租税政策とのいくつもの定立さ
　　　れた命題にであうであろう。それらの命題のうちの２，３のものは実効が
　　　確認されたもののように思われるが，その他のものは，これを疑わざるを
　　　えないものである。前者のケースでは，たしかに当談話命題の最終的な証
　　　明かあたえられたとは決して主張しえないであろう。しかしともかく，新
　　　しい方途でえられた諸命題の裏付けというものは，一定の価値をもってい
　　　るのである。これに反し後者のケースでは，考えられる最も単純な諸前提
　　　のもとでも全然正しいとは保証されない命題というものは，明らかになお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－43（138）－
　　　　さら普遍妥当的な命題だりえないのである。それゆえ，たとえ推論が確り
　　　　したものであったとしても，これは論破されたものと見られればならない
　　　　であろう。
　　　　　そもそもこの研究自体は，従来注意されなかった，しかし租税転嫁に
　　　　とって理論的側面では決定的に重要性をもつと思われる一定の諸事情を，
　　　　明らかにすることになる。この理論的重要性が実際生活でも実証されるか
　　　　否かは，いうまでもなく精細な検証なしには決定されえない。しかしとも
S. 10　　かく，ここでは理論は，実際的（統計的）研究がおそらくは成功裡におこな
　　　　われうるであろう方向への，あるヒントをあたえるのである。
　　　　　しかしながら，いま述べた研究に入るまえに，対象の一特定部分，つま
　　　　り独占利潤の課税とその消転Abwalzung状態について,2,3検討するこ
　　　　とが合目的的のように思われる。-この場合には，たしかに生産者と消
　　　　費者の対立が再び前面にあらわれるのであるが。-ここでは理論は，相
　　　　対的に非常に単純であり，それゆえに，後に試みらるべき主要問題の厳密
　　　　な形での論述への序論として，とりわけ適切である。その上，このテーマ
　　　　自体かなり重要なものである。事実独占価格と独占所得とは，全般的競争
　　　　の土壌の上に成立する価格と所得への対極として，また必須なる補足とし
　　　　て，考察さるべきである。次節の分析への特別な契機には，その他次の事
　　　　情がある。すなわち，租税帰着論の領域の最新の著者であるエドウィン・
　　　　セリグマンが，まさにこの点で，私見によれば対象の不適切な論述をして
　　　　いる，という事情がこれである。
　　　　　　　　　　　　　　　　－42（139）－
s｡10　　　　　　H.独占利潤への課税
　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●事業の通常ではないあらゆる有利さは，いわば独占として通用しうるか
　　　　も知れない。　しかしながら，ここではいずれかの種類の財の製造〔供給〕
　　　　にあたり，優越的地位というものが事業所有者にあたえられ，それゆえ彼
　　　　が，一定の価格限界内で，あらゆる感知しうる競争を免れるようなものの
　　　　みを，〔すなわち，供給独占のみを〕われわれは〔独占として〕考察する。
　　　　その上，もし当該商品が任意に増加しうるならば，その結果事業所有者の
　　　　利潤は，単純に販売可能量によって決まると考える。これは明らかに理論
　　　　の理想というものにすぎないのであるが。-さて，もしさらに，考えら
　　　　れるあらゆる価格のもとで生じうる販売額が精確に算定され，しかも連続
　　　　的に変化する量であると仮定しよう。その場合には，周知のように独占価
　　　　格形成の理論はきわめて単純であり，しかもはるか以前にクールノー1）が
　　　　証明したように，厳密な数学的処理方法がゆるされるのである。
S. 11　　　他のあらゆる事業者と同じく，独占者は最大可能な儲けをえようとつと
　　　　める。それゆえ彼は，できる限りその価格を引きあげる。　しかしながら，
　　　　価格を引きあげるたびに需要と販売とは減少する。そしてついには，価格
　　　　引きあげのために販売商品の各単位についての純利潤が増大する〔割合〕
　　　　よりも，ョリ高い比率で需要と販売とが減少しはじめる点に到達する。こ
　　　　こからは，価格を新たに上昇させる毎に，独占者の総純利潤〔単位当たり
　　　　純利潤×販売数量〕をあらためて少なくさせるであろう。　したがって，合
　　　　理的にはここで値上げをやめざるをえなくなるのである。
　　　　　さて第１に，次のことは容易にわかることである。すなわち，独占者の
　　　　総純収益にたいし一括定額の形で課されるにせよ，ないしはまた，これに
－41（140）－
比例的率であれ，ないしはまた累進的率であれ，専ら比率的に課されるに
せよ，かかる租税というものは，最も利益ある独占価格水準に，そもそも
なんらの影響をもあたええない。　したがってまた，それは独占者たちをし
て価格を引きあげさせる誘因とは決してならないであろう。独占者の利潤
は，租税によって著しい程度に小さくなるかも知れない。　しかしそれでも
なお，独占者の利潤は，かかる状況下でそもそも可能な最高額を達成する
のである。
　たとえば，それが販売された財の量にもとづいて算定される場合のよう
に，租税が事業自体の大きさに比例して課される場合には，しかし事情は
別である。この場合には，租税は明らかに商品１単位当たりの製造コスト
〔可変費用〕の増大のように作用する。したがって，いまや独占者にとって
は，〔課税以前の最大純収益〕販売価格を多少とも引きあげることが〔税引
き後の純利潤額をヨリ大となしうるので〕利益あるものとなるであろう。
尤もこの場合，われわれの前提にしたがえば，独占者の（税込み）純収益は
必然的に若干減少することになる。なぜならぼ，事実〔課税なき場合の，
したがって税込みの〕純収益は，すでにその最高水準に到達してしまって
いるからである。　しかしながらこの税込み純収益の減少分は，理論的に
は，まさに〔価格据置き時と比較しての〕生産減少のために成就される独
占者の〔従量税の〕節税分によって，充分に埋め合わされるであろう。〔そ
れゆえに，税引き後の純利潤は価格据置き時とくらべて，大となるのであ
る〕。
　これは，ある連続量が最大値をとるとき充足されねばならない諸条件か
らの直接的一帰結である。そしてこれは，われわれがこれから取りかかる
であろう課題の数学的処理から，非常に簡単に読み取れるのである“。し
－40（141）－
　　　　かしながら，数学的処理というものなしでは，この関係はそう容易には洞
　　　　察できない。明らかにセリグマソは，この関係を正しくは理解しなかった。
　　　　次のようなことを彼が述べているからである1）。「もし租税が小さく，また
S. 12　価格が上昇すると需要が非常に減少する傾向をもっているならば，独占者
　　　　は多分租税を自ら負担することに利益を見いだすであろう。これにたいし
　　　　て，通常のケースのように，需要がかなり安定している場合には，独占者
　　　　は租税のますます大きな部分を消費者たちに押しつけることができるであ
　　　　ろう」，等々2）。-これは事実的状態の非常にゆがんだイメージをあたえ
　　　　る。通常のケースでは，そもそも需要は「安定的」だりえないのである。
　　　　もし需要が安定的であるならば，最も利益ある独占価格には，なかなか到
　　　　達とはならないであろう。ここではむしろ次のように仮定されなければな
　　　　らない。すなわち，価格が上昇する毎に需要はますます小さくなる。それ
　　　　も，（租税がないときの）最大可能利潤がすでに達成されている場合には，
　　　　〔値上げによる〕単位毎の純利潤が増えるのと，同じ率ないしは一層高い
（税込みの）総純収益の減少分は
つまり，これは生産の減少による税の節約分£)より小である。
－39（142）－
率で需要は減少するであろう，と。
　しかし，にもかかわらず理論的に考えると，かかる租税〔従量税〕とい
うものは，つねに価格上昇を引きおこさざるをえない。　もし価格上昇が
現実的にはしばしばおこらないのならば，その原因はだいたいにおいて次
の点に存する，といってよいであろう。すなわち，租税の節約によってえ
られる可能性をもつ独占者の相対的利潤〔価格据置きのケースと比較して
の総純利潤の増加額，すなわち，前ページの訳注のノレ£〕が，低い税率で
はごくわずかだ，という点に存するのである。換言すれば,相対的利潤は，
後に見るであろうように，事実税率が低減するにつれて，その２乗に比例
して減少するのである。かかる重大な状況もまた，数学的処理なしには，
まず充分明瞭には論述しえないであろう。-とにかく，すでにここでセ
リグマンが全く看過したように思われるが，しかしパンタレオーニによっ
て明確に強調された1），ある非常に興味ある関係が示されてよいであろ
う。すなわち，独占者の純収益は，価格上昇のために必然的に減少する。
しかも独占者は，この減少した収益のうちから，加えて税額を支払わなけ
ればならない。いうまでもなく，彼は〔生産を減少させることによって〕
自らに課せられた税額の一部を節約はする。　しかし，にもかかわらず彼
は，事実上国庫に流入する全租税額（ないしはそれ以上）を自分のポケット
から支払い，かつ負担せざるをえないことになるであろう。　したがって，
ここでは本当の租税転嫁については，ただ非常に比喩的にしか，せいぜい
ホックCarl Freiherr von Hock やワーグナーの意味での「消転」“につい
てしか，語りえないのである。
－38（143）－
S｡13　　　さて，いうまでもなく，このことは消費者たちにはあまり役立だない。
　　　　なぜならば，おのずから明らかのように消費者たちもまた，損失を被るか
　　　　らである。消費者たちは当該商品の消費をなお続ける限り，価格の上昇に
　　　　よって損をする。また，消費者たちがその商品への需要を，全部あるいは
　　　　一部放棄する限り，かれらは疑いもなく一定の効用を失うのである。いう
　　　　までもなく需要放棄にもとづく効用喪失額は，そう容易には計数で表現さ
　　　　れない。　しかしこの損失額を全く無視したとしてさえも，いずれにしても
　　　　結果は同じである。すなわち，かかる租税の徴収様式によって〔独占者と
　　　　消費者との〕両当事者は，追加的損失Extraverlustというものを被ること
　　　　になる。この追加的損失は，総計すると，次第によっては金額的には租税
　　　　金庫に流入する貨幣額にまでもなりうるし，それを凌駕しえさえもするで
　　　　あろう。
　　　　　かくてここでは，純収益の課税（所得税）の経済的卓越性は決定的な仕方
　　　　で生ずる。次にわれわれが見るように，この点に関しては，さらに一歩を
　　　　すすめさえしてもよいであろう。
　　　　　　独占価格が生じている場合に限っては，上の結果は，あたかも国際通商の規制
　　　　　にとっても重要であるにちがいない，と私には思われる。たしかに自国は外国の
　　　　　独占者たちに直接には課税しえない。　しかし，いずれの国もこの種の商品へのほ
　　　　　ぼ同額の関税を直接諸税で代替しようとして，両国が互に協定を結んだとしよう。
　　　　　この場合には，生産者たち並びに消費者たち，といったすべての関与者たちは，
　　　　　今日のような，どの国も「他国の。ダヤ人をやっつけよう」と努力する場合より
　　　　　も，ずっとうまくゆくであろう。
　　　　　独占税が生産された財の量にではなく，財の価値に比例的である場合に
　　　　は，換言すれば，独占税が粗収益額に応じて査定される場合には，われわ
　　　　れの問題は若干やっかいになる。従価税ないし粗収益税というものは，セ
　　　　リグマンの見解によれば最も利益ある独占価格にそもそもなんらの影響を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　- 37 (144) -
　　　　さえ，およぼしえないことになる。したがって消費者たちは，全く手つか
　　　　ずにされたままであるにちがいない，と。　しかしながら，この見解は徹頭
　　　　徹尾正しくはないのだ。セリグマソがかかる彼の主張にたいしてあたえた
　　　　証明と称するものは1），彼の著作の読者のすべてが容易に得心がゆくよう
　　　　に，粗収益と純収益との混同にもとづいているのである“。なぜならば，
　　　　彼は暗黙のうちに独占者はなんらの生産費をも負担しない，ないしは少な
　　　　くとも，ただ「固定費用J allgemeine Kosten のみを負担するにすぎない，
　　　　ことを前提にしているからである。このケースでは，最大可能な粗収入は
　　　　同時に最大可能な純収益を導びきださざるをえないのである。　しかしも
S. 14　　し，独占者が通常のように可変費用laufende Kosten （製造された財ないし販
　　　　売された財１単位毎の費用）をも負担するならば，最大の純収益は明らかに，
　　　　最大の粗収入をもたらすであろう価格のもとでは達成されない。むしろこ
　　　　れは，これより若干高い価格のもとで達成されるのである。　この場合に
　　　　は，粗収入に比例的な租税といったケースでも，価格の引きあげは避けら
　　　　れえない。これは「背理法J Reductio in absurdum によって，きわめて簡
　　　　単に看取される所である。すなわち，〔背理法的に考えれば〕場合によって
　　　　は租税が独占者のいままでの全純収益を吸収してしまうほどの高さに査定
　　　　されることさえ，想定しうるであろう。その場合には，少なくともなにが
　　　　しかを儲けるために，独占者が彼の従来の価格を引きあげざるをえなくな
　　　　ることは，やはりおのずから明らかだからである。
　　　　　従価税というものが，同じ税額を（定率の）従量税によって課徴されるで
　　　　あろう場合ほどには，大きな価格上昇を引きおこしえないことは，しかし
　　　　真実である。それゆえ従価税による徴収様式の方が，消費者たちにとって
　　　　ョリ有利ではある。-しかしながら，これは生産者にとってもまた有利
　　　　なのである。両〔徴収様式の〕ケースとも，生産者は課税によって実際に
　　　　支払うべき全租税額よりョリ多くの損失を被る。　しかし彼の追加的損失
　　　　は，従価税の方が従量税のケースより若干少ないであろう。かくして従価
　　　　税は，あらゆる点において，一方では従量税，他方では既述のようにすべ
　　　　ての利害関係者に最も利益ある純収益税，との中間に位置しているのであ
　　　　る。
　　　　　ここで提起した主張の完全な例証については，私は本節末尾の〔数学〕
　　　　付録を参照するよう指示せざるをえない。　しかしながら，いまさっそく立
　　　　証の主要特徴を示唆すべく，ここでは次のような単純化された仮定を散え
　　　　てしたいと思う。すなわちその仮定とは，需要と価格とは互いにいわゆる
　　　　１次的関係にあるということ。それゆえｰたとえば１マルクといった
　　　　一同額の価格引きあげ（ないしは引きさげ）は，つねにｰたとえば当該
　　　　商品100箇といった一同じく同額の（年毎，月毎ないしは週毎の）販売減（な
　　　　いし増）を生ぜしめるであろう，ということである。同じ法則にもとづい
　　　　て価格と販売との変化が，ョリ一層小キザミにおこると考えよう。その場
　　　　合には，曲線の横座標にそのときどきの価格を，縦座標に対応した販売量
　　　　をとるならば，この曲線は設定された前提のもとでは，ある直線になるで
　　　　あろう。
　　　　　さて，さしあたり独占者の可変的生産費をカバーするだけの価格のもと
S. 15　で，考察された期間の販売量が2,000箇であるとする。一一容易に納得で
　　　　きるように，この関連では独占者の固定費用については全く無視しうる。
　　　　-この場合には，最も利益ある独占価格は，財１単位当たりの生産費の
　　　　正確に10マルク上でなければならないことは明白であろう。われわれの前
　　　　提にしたがえば，そこではたしかに需要は1,000箇に減少する。しかしな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－35（146）－
がら，この販売量では独占者の純利潤は，1,000×10＝10,000マルクに上
昇する。一方，たとえば可変的費用をカバーできるだけの価格では，もち
ろん全く儲けはない。（つねに原価Selbstkostenをこえて計算した）価格９マ
ルクのときには，ただの1,100×9＝9,900マルクを得る。　しかし，11マル
クの価格のときには, 900×11，したがって同じくただの9,900マルクを得
るにすぎないであろう。
　さて，たとえば１箇当たり２マルクの従量税が課せられたとしよう。そ
うなるといまや，最も利益ある価格は（生産費をこえた）11マルクの所にあ
る。なぜならば価格が11マルクの場合には，独占者の税引き後の純利潤
は，いまなお. 900×（11－2）＝8,100マルクあるからである。一方，元の価
格の10マルクのもとでは，いまや純利潤はただの1,000×（10－2）＝8,000
マルクである。（費用をこえた）12マルクの価格の場合にも，同じくただの
8,000マルクになるにすぎないであろう。
－34（147）－
S. 16
S｡17　　それゆえこのケースでは，価格の割り増しはちょうど税率〔１箇当たり
　　　　の税額〕の万となる。　しかし，生産者と消費者たちが，いまや支払うべき
　　　　税額のそれぞれ･jﾚずつを負担するかのように思うならば，これは非常な思
　　　　いちがいであろう。
　　　　　事実消費者たちは，〔価格上昇のために購入できなくなった部分につい
　　　　ての〕（使用効用の喪失を計算外としても），価格引きあげのためにちょうど
　　　　900マルタを失うであろう。　しかし独占者の純利潤は，見てとれるように，
　　　　1,900マルクだけ小さくなる。一方，租税金庫に入る金額は〔２マルク×
　　　　900の〕1,800マルクにすぎない。　したがってここでは，〔消費者の900マル
　　　　ク十独占者の100マルクである〕1,000マルクという金額，すなわち，租税
　　　　の万以上の金額が，なんらの効用もなしに浪費されたのである1）。
－33（148）－
　もし，独占者が元の価格のままに据置いていたならば，もちろん彼は，
〔純収益10,000マルクー税額2,000マルク＝純利潤8,000マルクの形で〕，
2,000マルク全額を失ったであろう。　したがって彼は，〔税率２マルクのも
とでの１マルクの〕価格引きあげによって，〔純収益11マルク×900（9,900
マルク）一税額２マルク×900（1,800マルク）＝純利潤8,100マルクの形で〕，
100マルクの相対的利潤を手に入れたことになる。　しかしながら，この相
対的利潤は，税率が高い場合にはずっと高いものとなるであろう。たとえ
ばもし，〔前の例の５倍の〕，財１単位当たり10マルクが課税されたとすれ
ば，価格据置きのもとでは〔税額10マルク×1,000＝10,000マルクの形で〕
明らかに全純収益が吸収されてしまうことになる。この場合には，独占価
格を５マルクだけ引きあげるのが最も利益あるものであろう。これによっ
て販売量は･と〔の500箇〕に減少するがゆえに，いうまでもなく独占者の純
収益は〔15マルク×500の〕7,500マルクに下がる。同時に，支払うべき総
税額は，〔10マルク×500の〕5,000マルクのみとなる。したがって独占者に
は，〔同時に相対的利潤額ともなる〕2,500マルクの純利潤が残るのである。
〔かくて相対的利潤は，税率が５倍となるケースでは52倍となる〕。〔購買
を続けるべく〕（残った）消費者たちの，〔課税後のヨリ高い購入価格から生
ずる５マルク×500の〕追加的損失と，独占者自身の〔課税前の純収益
10,000マルクー支払税額5,000マルクー純利潤額2,500マルクに相当する〕
追加的損失とは，しかしここでは各々2,500マルクとなる。したがって，総
計すると総収税額と等しくなるであろう。
　これに反し，もし税率が下がれば，容易に納得がゆくように，既述の相
対的利潤は，単に〔低減する税率にたいして〕単純な比例ではなくて２乗
に比例して減少する。１マルクの税率にあっては，相対的利潤は［税率２
マルクのときの相対的利潤額100マルクの上の］50マルクといったもので
はない。［（す）2である〕ただの25マルクで
ズ
る。〔すなわち，値上げ後の純
利潤9.5マルク×950 (9,025 －ルク）一価格据置き時の純利潤９マルク×
　　　　　　　　　　　　- 32 (149) -
　　　　1,000（9,000●リレク）＝25マルクである〕。 20ペニヒの税率にあっては，彼
　　　　の商品の販売価格据置きの場合には，独占者は〔純収益10マルク×1,000
　　　　（10,000マルク）一納税分20ペニヒ×1,000（200マルク）＝純利潤9,800マルク
　　　　の形で〕200マルクの損をするであろう。（独占者にとって，いまや理論的に最
　　　　も利益があるはずの）10ペニヒ価格引きあげの場合でも，〔純収益10.1マル
　　　　ク×990 (9,999マルク）一納税額20ペニヒ×990 (198マルク）＝純利潤9,801マ
S. 18　　ルクの形で〕，なお199マルタの損である。　したがって，ここでは独占者の
　　　　相対的利潤は，ただの１マルク［すなわち，その10倍の税率である２マル
　　　　クのケースにおける100マルクの（ふ）2］にすぎないであろう。独占者
　　　　が，この取るに足りない利益をえようとして，値上げの面倒を引き受ける
　　　　ことがほぼないであろうことは，ありそうなことである。それゆえ，〔軽度
　　　　の従量税という〕この徴税様式は，ここでは異議のないものと思われるか
　　　　も知れない。にもかかわらず，もし独占者が価格引きあげを企てるなら
　　　　ば，この場合には，独占者にこの１マルクを手に入れさせるために，消費
　　　　者たちは〔総計で〕ちょうど〔10ペニヒ×990の〕99マルタの金銭的〔追加
　　　　的〕損失を被らなければならない。-しかもこの場合，にもかかわらず
　　　　国庫は〔200マルクー198マルクの税収分の〕２マルクを失うのである。
　　　　　　理論のかかる結果が，価格と販売との間の関連を規定する法則に，換言すれ
　　　　　ば，需要曲線の形状に全く依存しない，ということは強調に値いするであろう。
　　　　　すなわち，小さな変化が問題である場合には，一般的にはあらゆる関数は，１次
　　　　　式によって，またあらゆる曲線は，直線によって代替されうるからである。-
　　　　　　人がしばしば観察したと主張している事実の解明，すなわち，適度な額の生産
　　　　　税ないし消費税が，ときとしてそもそもなんらの価格変動をも引きおこさなかっ
　　　　　た，という事実の解明は，少なくともその一部は疑いもなく上述した状況に存す
　　　　　る。たとえばG.v.シャンツの研究（シュモラー年報，1882年）゛によれば，バイ
－31（150）－
　　　　　純収益への直接課税の場合には，このような結果は生じないであろう。
　　　　しかしここでは，この点に関して，さらにもう一歩ふみだしうるか否かは
　　　　問題である。国家がその独占財に租税を賦課する代りに，当該生産者に彼
　　　　の商品の（国内で）消費される箇数毎に，２マルクの報償金というものをだ
　　　　すことを承認したと仮定しよう。この場合には，独占者にとっては販売価
　　　　格を１マルクだけ引きさげることが，最も利益あるものとなるであろう。
　　　　これによって，需要は1,100箇に増大するのである。したがって独占者の
　　　　純利潤は，いまや11マルク×1,100＝12,100マルクとなる。　しかしながら，
S. 19　他方国家が支払う補助金の額は〔２マルク×1,100の〕2,200マルクである。
　　　　しかし，いまや国家の補給金によって引きおこされた独占者の純利潤の増
　　　　大は，独占者への所得課税の合目的的引きあげによって，彼の利益を損ず
　　　　ることなしに再び国庫に引き入れられる。かくして〔増収分をすべて課徴
　　　　するという〕最も極端なケースでは，国家にとっては2,200マルクー2,100
　　　　マルク＝100マルクのみの損失にとどまる。　しかしこれにたいし，価格引
　　　　きさげのために，以前からの消費者たちは，さっそく1,000マルクの貨幣
　　　　節約に直面する。これに加え，さらに新たに参入した〔100箇分購入の〕消
　　　　費者たちにとっての，一定の〔使用〕効用の追加分も生ずるのである。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　－30（151）－
れゆえ公益の見地からすると，このやり方は疑いもなく非常に推奨に値い
するものであろう。もちろん私は，このやり方が実際に適用可能なもので
あると主張しているのではない。すなわち，独占保有者の利益を害するこ
となしに私的独占をヨリよく利用するという企図された目的は，そもそも
実に多くの異った方途で達成されうるであろう。
　いま述べた所は，後に見るであろうように，財政学や経済学の別の諸領
域にも広汎な意味をもつーつの関係に，ただ注意を喚起する意図からのも
のであるにすぎない1）。
　　付　録
　　独占財への年々の需要は，単位価格ｐの関数Ｆ（p）で表される。この関数は連
　続〔かつ微分可能〕であると仮定する。したがって，総粗収入はP ･FCP)によっ
　て表される。さて，独占者の固定（年）費用をＫ，商品１単位当たりの可変費用
　をÅ,で表そう。〔ただし，kは定数と仮定する〕。すると独占者の純収益は明らか
　に次のようになる。
　周知のようにこの式は，j）に関する微分係数がＯとなるとき，最大になる。す
なわち
あるいは
のときに〔純収益は〕最大になる。ちなみに，この関係式［（1）］には，単純な幾
何学的説明が可能である。すなわち，（もし，ｐを曲線の横座標に, FiP)を縦座
標?ﾔるならば,）左辺［一汗］は，当該点における需要曲線の〔いわゆる〕
接線影を表しているからである“。
－29（152）－
　　〔Ｋを含んでいない〕われわれの公式［（1）］が示すように，また，〔ときどきの
総純収益額を均一額だけ減ずることになるので〕おのずから明らかのように，販
売量に左右されない独占者の固定費用［Ｋ］は，最も利益ある価格形成になんら
の影響をもおよぼさない。また同じく，なんらかの定額税も，〔同じ理由から〕最
大利潤価格になんらの変化をも引きおこしえないであろう。もしこの定額税が従
来の全利潤を吸収してしまうほどのものであるならば，その税は，事業をそもそ
も不可能にさせるであろう。
　純収益から一定部分［％］を取りさる租税の場合も，事柄は単純である。この
税も同じく，われわれの方程式［（1）］から直接に結論されるように，価格設定に
は全くふれないままである“ﾆ1）。この租税は，独占保有者の純利潤を税額分〔比例
税率分〕だけ小さくするにすぎない。それ以下でもそれ以上でもない。〔最大利潤
価格に変化がないがゆえに〕消費者たちはそのままである。純収益の増大にとも
なって〔最高段階の税率を示す〕一定パーセントに漸近する〔超過〕累進税率と
いうものもまた，容易に理解されるように，決して別の結論とはならないであろ
　しかし，租税が販売量１単位当たりに定額で課される〔従量税の〕場合には，
している。需要曲線が点Ｐの近くでは，近似的に直線ＡＴで代替されると考えるなら
ば，固定費用尺は無視しうるので，総純収益は長方形PQRSで表しうる。したがって，
ＰがＡＴの中点のとき，この長方形の面積は最大になるという幾何学的事実に式(1)は対
応しているのである。
－28（153）－
これは明らかに，あたかも可変費用［k］が税額分だけ高くなったのと同じ作用
をする。〔もし１単位当たりの〕税額をｓとすれば，いまや最も利益ある価格は
の場合に実現する。〔公式（1）において，可変費用ｶりからÅ,十ｓに増加したのと
同じであるからである〕。容易に証明されるように，このことはつねに価格引き
あげを意味するのである“1）。
　これに反し，租税が一定パーセント，たとえば粗収入の古とか，あるいは同じ
ことだが，財の１単位毎の販売価格の古の場合，いまや明らかに独占者の純利潤
は
で表される。そして次の条件下で純利潤額は最大となる。
よくわかるように，この価格水準は[ﾑﾙ＝(1十言)ゐだから，(2)と(3)の右
辺をくらべて]，固定税率［ｓ]が当該財の１単位毎の可変製造コスト[Å･]の
ちょうどヱになったときの，上述の従量税の場合の価格水準と同じになる。
たとえば遺
言
の五となる従価税というものは，可変費用の大の額の従量税と同
じ価格設定を導びきだすであろう。粗収益の半分を取りさる従価税というもの
は，この点で可変費用と同額の従量税と同等になるであろう，等々。この実に特
徴的な関係もまた，見られるとおり，需要曲線の形状には全く左右されないので
ある。
　しかるに，この〔最大利潤価格水準が等しくなる〕ケースでは，従価税収額の
方が従量税収額よりもョリ大であろうことは上の方程式[(3)]にもとづいて容易
－27（154）一
に証明されるであろう。[(3)]式の左辺は[芦困＜Ｏより]つねに正であるか
ら，明らかに次のようになる。すなわち
　しかし逆に，同じ収税額を二つの方途で課徴することになる場合には，必然的
に価格上昇は，従量税によるよりも従価税による場合の方が，ョリ小さくならざ
るをえない“2)。それゆえ，消費者にとっては従価税の方が従量税よりもョリ利
益のあるものとなる。-しかしながら，同じことは独占保有者自身にたいして
もまた妥当する。独占保有者は〔納税総額を同じとすれば〕，明らかに租税のため
に独占価格を高く設定しなければならないほど，ヨリー層多く損失を被るのであ
る゛3)。(〔従価税が最も利益ある独占価格に影響をあたえないという〕既述した
セリグマンの主張が誤りであることは，ここでは明白である。事実，彼の主張
は，独占者の可変的費用が全く欠落している場合に限り正しいであろう)。-
本文で定立した命題のうちの第２のもの，すなわち，〔従量税において〕価格の引
きあげによって入手される独占者の相対的利潤は，充分に低い税率にあっては税
率の２乗に比例して減少するという命題，の一般的証明は，数学的に訓練されて
いる読者にとっては容易なものであろう。とにかくここでは既述のように証明の
一般性を損うことなしに，当該価格の近くでは，需要曲線をFip) =a一ｍり）と
いった１次式に代替させうるのである。これによって，この証明は全く簡単にな
される゛・4)。
－26（155）－
したがって，相対的利潤は税率ｓの２乗に比例して増減するのである。
－25（156）－
